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【論文要旨1
近年.文部科学省や日本学術会議各大学は「学士課程教育」や「大学教育の分野別質保証」
に関する議論を行っており.その中で公共性の担い手となる自律的な「市民」の育成がそれら議
論の中心課題となりつつある。政治学は二千年以上.人間と政治との関わりを問題にし.政治に
参加するための個人の資質や制度の枠組を議論してきており.その責務は大きい。日本の大学に
おける政治学教育も 130年以上の歴史を持つ。一方その実態に注目した研究は少ない。本稿では
明治期の東京大学を事例として.そこでどのような政治学教育が展開されてきたのかを.カリ
キユラムを中心に検討する。東京大学では政治学は当初文学部で講じられ，その内容は英米の政
治経済学であった。明治 14年の政変と立憲制の樹立を目指す伊藤博文の政策判断により，東京
大学の政治学教育はその後ドイツ国家学を中心に据えたものへと変容した。 1893年井上毅によ
る高等教育改草により講座制が導入され，カリキュラムに変化が生じた。大学の自治をめぐる戸
水事件や沢柳事件が起き.政府からの大学の自治が次第に認められるようになった。現実政治の
分析を志向する小野塚喜平次のような人物が畳場し.政治学教育にも新たな展開が生じようとし
ていた。
【キーワード] 東京大学，政治学教育，カリキュラム，講座制，法学部
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はじめに
岩波書庖は『丸山虞男集』編集に際し松沢弘陽と植手通有を聞き手として，丸山虞男本人から
聞き取り調査を行った(松沢.植手2∞6:327・332)。その際，丸山は.戦前戦後の東京大学法学
部 lについて，次のような指摘をしている。
ぼくらは.解釈学が威張っている法律学に対して.学問的に批判的だっただけではなくて，
率直に言って，大日本帝国のありようについて責任があると思ったのです。歴史的感覚もな
いし.いわんや思想的訓練もない。ああいう解釈学をやった人聞が官吏になって.この国を
毒した。根本的に法学部教育をやり直さなければならないと，思っていました(松沢・植手
2∞6: 271)。
苅部直も指摘するように. 1960年代後半の大学紛争の渦中丸山は当時の大学の抱える問題に
ついて思索を深めていた(苅部2011: 3-6)。丸山本人が書き記していたノートには戦前戦後の東
京大学法学部についても記されている(丸山 1998:175・233)。丸山が学生時代から助手を経て，
助教授，教授と数十年過ごした東京大学法学部に対し，それ故に考えるところがあったことがう
かがえる。こうした大学教育をめぐる問題は大学紛争が過去となった現代において，再ぴ注目を
集めつつある。
近年，文部科学省や日本学術会議 各大学では「学士課程教育」ゃ「大学教育の分野別質保証」
に関する議論を行っている。ここでいう「課程」とは「教育研究上の目的を達成するために体系
的に編成された基礎科目・専門科目等の授業科目(カリキュラム)の総称(学士・修士・博士の
各課程など).又は大学の学部に設置される学科に代わる教育組織J(独立行政法人大学評価・学
位授与機構2011: 3)である。また「学士課程」とは「大学の学部における 4年間(医学・歯学・
薬学の一部・獣医学は6年間)の課程で，修了者には学士の学位が授与されるJ(独立行政法人
大学評価・学位授与機構2011: 83)。さらに「質保証」とは「高等教育機闘が，大学設置基準等
の法令に明記された最低基準としての要件や〔…〕自らが意図する成果の達成や関係者のニーズ
の充足といった様々な質を確保することにより 高等教育の利害関係者の信頼を確立すること」
(独立行政法人大学評価・学位授与機構2011: 67)を意味する。
一連の議論において.公共伎の担い手となる自律的な「市民」の育成が中心課題となりつつあ
る(文部科学省2∞8)(日本学術会議2010)。これを受けて， 日本学術会議政治学委員会及び政
治学委員会政治学分野の参照基準検討分科会 2においても議論がなされ 「学士課程教育におけ
る政治学分野の参照基準(案)Jが作成された。その中で政治学は「これまで二千年以上にわたっ
て.人間と政治との関わりを問題にし，政治に参加するための個人の資質や制度の枠組を議論し
てきた学問」であり「学士課程教育の全体に対して政治学が果たす役割は大きく.その責務も重
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大であるJ(日本学術会議政治学委員会.政治学委員会政治学分野の参照基準検討分科会 2014: 
1)と記されている。こうした考えはなにも最近になってから登場したのではない。戦後の高等
教育改革の際すでに南原繁が提唱していた(苅部2011: 2・3)。日本の大学における政治学教育も
130年以上の歴史を持つに至っており，多様な人材を輩出している。しかしその歴史をふりかえっ
てみると.日本の大学における政治学教育に注目した研究は少ない。
戦前の日本の大学における政治学教育の一翼を担った東京大学法学部を例にあげよう。これま
で政治学では.東京大学法学部は卒業生の就職先に官界が多かったという事実から.官吏養成機
関という位置付けをされるに留まっていた(水谷1999)。例えば村川一郎に従えば. 1894年から
1947年まで官吏採用試験である文官高等試験行政科合格者のうち東京大学出身者は62%を占め，
このうち法学部卒業生は94%にのぼる(村1111985: 26)。しかし後ろで論じるように，高等教育
制度の整備と展開に伴い.また小野塚喜平次のような教員の登場により.その内部の実態は必ず
しも官吏養成機関として規定するだけでは説明のつかない変化も生じている。この点，整合性の
ある説明をするには依然として検討する余地がある。関連する社会科学.なかでも教育学に目を
向けると.そこでは広く大学の実態や社会的位置付けについて.教育史や教育社会学の領域にお
いて研究が進められている(天野2009)(寺崎20∞)(寺崎2007)。法曹養成という点に限定す
れば，法学でも検討が行われてきた(手塚1988)。これらの研究成果を参照するだけでも東京大
学を舞台とする政治学教育について，その変遷をいっそう明らかにすることができるだろう。
筆者はこれまで東京大学法学部について，助手制度に注目して.その実態を明らかにしてきた
(佐々 木2011)(佐々 木2012a)(佐々 木20l2b)0 しかしこれまでの研究では.助手制度が大正期
以降に運用されている事実から，明治期について触れてこなかった。さらに言えば人事に注目す
る余り，カリキュラムについて触れることができないでいた。本稿はその空白部分を埋めること
を目指す。すなわち明治期の東京大学における政治学教育について.カリキュラムを中心に検討
する。
1 東京大学における政治学教育のはじまり
東京大学文学部「政治学科J
東京大学は 1877年4月官立・文部省所管の学校として設置された。法-理・文・医の4学部
と予備門.予科等から構成され，邦人教官69名 外国人教師28名.職員67名，全生徒数1.630
名を擁していた。その起源は徳川政権が設置した昌平磐，医学所.開成所とされる。いち早く洋
学を取り入れるとともに，貫進生制度を採用して旧藩体制下の知的エネルギペ具体的には旧武
士階級などの人材を確保した。 1879年4月医学部が. 1884年法・文の2学部が.1885年最後に
理学部が本郷へと移転する。 1878年末学位授与権 (f学士jのみ)を獲得し， 1880年学士研究科
(大学院の先駆けときれる)を設置する。しかし設置当初その知的水準はほかの諸学校と比較し
て高くなかったと見られている。司法省法学校や工部省士部大学校など政府の各省も学校を設置
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しており.そちらのほうが全国から優秀な学生を集めていた。福沢諭吉率いる慶応義塾などの私
学もまた独自に人材を募っていた(寺崎2∞o: 413-441)。
ここで一つ注意したいのは.この東京大学法学部には政治学科がなかったことである。当時政
治学科は文学部史学哲学及政治学科として.文学部のー学科の一部分として設置されていた。こ
のことからこの東京大学文学部史学哲学及政治学科から論をはじめる。同学科は 1879年9月史
学科が. 1881年9月哲学科が分離.政治学及理財学科となる。 1880年当時のカリキュラムと所
属教員は次の通りであった(表の強調部分は筆者)。政治学は第三学年と第四学年に配当された
科目であった。
褒11880年東京大学文学部カリキュラム
配当学年 科目 期間 時間
和文学 一年間 毎週二時
漢文学及作文 一年間 毎週四時
第 史学(法国史.英国史) 一年間 毎週二時
一 英文学及作文 一年間 毎週四時
学年
論理学 半年間 毎週二時
心理学大意 半年間 毎週二時
法蘭西語戒独乙語 一年間 毎週ェ時
哲学(哲学史心理学) 一年間 毎週四時
史学(英国憲史) 一年間 毎週二時
第 和文学 一年間 毎週二時
学年 漢文学及作文 一年間 毎週四時
英文学(文学史.作文及批評) 一年間 毎週二時
法蘭西鯖戒独乙諮 一年間 毎週二時
哲学(道義学) 一年間 毎週二時
政治学 ー年間 毎週三時
第 理財学 一年間 毎週三時
学年
史学(希蝋史.履馬史) 一年間 毎週二時
和文学 一年間 毎週二時
漢文学及作文 一年間 毎週四時 l
英文学(作文及批評) 一年間 毎週二時|
哲学 一年間 毎週五時 l
政治学及列国交際公法 一年間 毎週四時
理財学 一年間 毎週二時
史学 一年間 毎週三時
漢文学及作文 一年間 毎週三時
英文学(批評及解釈) 一年間 毎週三時
卒業論文
作成参照:(東京大学l槌4)
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表21880年東京大学文学部教員
教授(就臓ノ順)
英文学 ウィリアム.ホートン 合衆国
哲学及英吉利語 外山正一 静岡
政治学及理財学 エルネスト，エフ.ツエノロサ 合衆国
哲学及史学 チャーレス.ジェム.クーパル 英国
員外教授
和文学 木村正辞 東尽
講師(イロハ順)
偽書 原坦山 東尽
漢文学 中村正直 静岡
和文学 黒川 .頼 群馬
漢文学 ニ島紋 東E孔
漢文学 島田重種 新潟
漢文学 信夫繁 東尽
准講師(イロハ順)
漢文学 丹羽忠道 愛知
和文学 大湾滑臣 東京
漢文学 古谷矯 山梨
作成参照:(東京大学l槌4)
フェノロサ
フェノロサ (ErnestFrancisco Fenollosa)は，東京大学文学部において「政治学Jのカリキュ
ラムをはじめて担当した人物である。いわゆるお麗い外国人である 3。フェノロサは1853年2
月18日，アメリカ合衆国マサチューセッツ州セーレムにて生まれた。父親はスペイン音楽家
Manuel Francisco C. Fenollosa.母親はセーレム在住MarySilsbeeである。 1870年9月Har-
vard Collegeに入学，スベンサーの哲学を専攻する。 1874年6月首席で卒業し大学院へ進学，
Charles Eliot Nortonのもと美術史とスペンサー，ヘーゲルの哲学を勉強する。 1878年5月
Edward S. Morseの招きに応じ東京大学文学部教授に就任する。 8月来日.月給300円2年契約
を結び.翌月から講義を開始した。私生活ではこの年の6月MarriesLizzeieと結婚している
(Fenollosa 2009)。
フェノロサは来日した 1878年8月から帰国する 1890年6月までの間.1886年8月までの8
年関東京大学文学部の教壇に立ち，次の科目を講じた。政治学はPoliticalPhilosophy.理財学(経
済学)はPoliticalEconomyと解された。このうち政治学ははじめの3年間教授した(表の強調
部分は筆者)。
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表3 フェノロサの担当科目
西暦 担当科目
1878 省学史(二年) 理財学(二年) 政治学(二年)
1879 哲学史(二年) 理財学(ニ.四年) 政治学(二.四年)
1880 哲学史(二年) 理財学(ニ.四年) 政治学(二年)
1881 論理学(一年) 官学史(二年) 理財学(コ，四年)
1882 論理学(一年) 哲学史(二年) 理財学(ニ.四年)
1883 論理学(一年) 哲学史(二年) 理財学(ニ.四年)
l槌4 論理学(一年) 哲学史(二年) 哲学(三.四年)
1885 論理学(一年) 哲学史(二年) 哲学(三.四年)
作成参照:(山下1975: 127) 
フェノロサが講義で何を教えたか，その詳細は不明である。聴講者の回顧.試験問題などの断
片的な史資料から推定すると，政治学講義ではスペンサー『社会学原理第l巻Jr社会静学J.パ
ジヨット『物理学と政治学J.モーガン『古代社会iリーパー『公民の自由と自治j ウルジー『政
治学J.理財学講義ではミル『経済学原理J.ケアンズ『理財学J.ウォーカー『貨幣論J.マクラ
ウド『銀行論J. トムソン『労働論iパジヨット『金融論J.ゴッセ『外国貿易論jなどをテキ
ストとして用いて講義をしたとされる。その特徴を一言でいうと.アメリカやイギリスの政治学，
経済学である。講義は英語で行われ.学生にノートを筆記させた。ほか上記の著書を読ませたと
いう(山口2∞9:5)。この時点では政治学はカリキュラムの一部に過ぎず.官吏養成のための.
さらに法学と連携したかたちの政治学教育は存在していなかったとみていいだろう。
フェノロサの講義は井上哲次郎.有賀長雄.三宅雪嶺，井上円了.岡倉天心，坪内遭遇.市島
謙吉，高田早苗，坪井九馬三，嘉納治五郎，金井延.穂積八束.阪谷芳郎らが受講した。高田早
苗は明治14年の政変とそれにつづく大隈重信の立憲改進党結成，東京専門学校(後の早稲田大
学)設立において，小野梓のプレインとして活躍する。フェノロサ本人は学生に対して政党へ加
入することを批判していた。それ以外にも金井延や穂積八束は後に帝国大学法科大学教授とな
り.経済学や憲法を講じた。その後フェノロサは日本美術へ関心を移し，岡倉天心らとともに東
京美術学校設立.ポストン美術館への日本美術の紹介などに努めるようになる。政治学.理財学
の講義は.結局これ限りとなった(山下1975)40 
2 帝国大学法科大学の設置
伊藤博文とシュタイン
フェノロサが日本美術に関心を移しつつあったのと前後して，明治14年の政変が起きた。伊
藤博文が大隈重信とその一派を政府から追放し，政府の主導権を確立した。大隈はイギリス型立
憲制樹立を急いでおり.この点ドイツ型立憲制を主張する伊藤や後述する井上毅と対立してい
た。政変はこれを嫌った伊藤が画策した。しかし瀧井一博に従えば この時点で伊藤は確たる立
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憲構想を有していなかった。一方政府から追放された大隈重信は小野梓や高田早苗を引き連れ立
憲改進党を結成.さらに東京専門学校を設立した。政府内部でも.伊藤とは別にドイツ型立憲構
想を目指す法制官僚井上毅が動いていた。伊藤は大隈や井上に対抗するためにも自身の立憲構想
を獲得する必要に迫られていた。 1882年3月からはじまる滞欧憲法調査はそのために行われた。
そしてこの憲法調査は日本における国家学の受容という一大転換をもたらした(満井1999: 165・
227)。
伊藤の憲法調査の画期はシユタイン (Lorenzvon Stein)との出会いである。シュタインは当
時ドイツ法学界において孤立した異端の学者であった。その理由はその大学論にある。シュタイ
ンはドイツ史における大学を民族独立の基盤として高く評価する。一方当時のドイツの大学(法
学部)における法解釈学一辺倒の法学教育を.裁判官を養成するに過ぎないものとして批判する。
これを克服するのが国家学である。国家学は法を作り出す社会のダイナミズムを対象とする学問
として性格付けられる。大学(法学部)は国家学を通じて政治，行政.立法のイニシアチプをと
るStaatsmann.要するに政治家.官僚を養成する。シュタインにとって大学とは国家学の教育
を通じてStaatsmannを養成する国家機関だったのである(瀧井1999: 165-227)。
伊藤とシユタインが大学論で意気投合したのは想像に難くない。伊藤がシュタインから受容し
た国家学とは.概括すると第一に近代国家の全体的な構造の把撮，第二にリアル・タイムのヨー
ロッパの社会・国家学の吸収.それを通じての当時日本で流行していた英仏学の克服.第三に文
教政策についての明確なヴイジョンの獲得であった。伊藤はシュタインを通じて大学を国家機関
として.国制の不可欠の要素として改革するとの構想に開眼したのである(瀧井1999: 265-
277)。ちなみに，この滞欧憲法調査に同行した人物に木場貞永と末向精ーがいる。両名はともに.
帝国大学法科大学の教員として政治学教育に携わることになる。
ラートゲン・末岡精一・木場貞長
伊藤が新たな国家機関の設立を決意する前後.先の東京大学文学部における政治学教育にも変
化が起きていた。フェノロサに代わって新たな人物が政治学を講じるために招かれた。カール・
ラートゲン (KarlRathgen)である。 1856年生まれ. 1882年4月4日から 1890年5月20固ま
での8年間，東京大学文学部，後帝国大学法科大学にて政治学などを講じた。ローマ史家ゲオル
ク・ニープールを祖父とし， ドイツ歴史学派経済学の総帥グスタフ・シュモラーを義兄に持つ，
学者一族の俊英である。帰国後，ベルリン大学にて教授資格を取得，マールプルク大学教授を経
た後.1卯O年マックス・ウェーパーの後任としてハイデルベルク大学に招聴される。行政兼理
財学教師を招聴する必要性を感じていた文部省と東大総理加藤弘之が在ドイツ公使青木周蔵を通
して招いたとされる(瀧井2∞1)。先に見た伊藤博文の意図と関係なしとはしえないだろう。シュ
タインの推挙があったとの指摘もある(石田 1984: 28)。
ラートゲンは何を講義していたのか。阪谷芳郎が聴講した際のラートゲン『政治学jノートを
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見ると次のようにある(カッコ内数字は小項目の通し番号) (瀧井2∞1:232・233)。
Introduction (1-7) 
Book1-The State; its Sphere and Forms 
Chapterl -Sovereignty， Territory and People (8-15) 
Chapter2 -Sphere of Limits of State (13-14) 
Chapter3 -Forms of State and Government (16-26) 
Book2・Organismof the state 
Chapterl -the Monarch (27-35) 
Chapter2 -the Public Service (36-40) 
Chapter3 -Representation of the People (41-47) 
Book3-the Functions of state-power (48) 
Chapterl“Legislation (49・51)
Chapter2 -Administration (53-72) 
Book4-Means of State-power 
Chapter1 -Finance (73-91) 
Chapter2 -The Public Force (92・93)
講義は英語で行われ.人間共同体の類別から説き起こし国家の一般理論へと移り，国家の諸
機能を英独仏の事例紹介を交えて網羅的に述べている。「政治学」とあるが，実態は「一般国家学」
といってよいだろう。行政と財政の章に説明が多く割かれている。行財政分野を重視していたこ
とカfうかカfえる。
聴講した学生たちの評判はどうだったのだろうか。「一般的な論断や理論ばかり」が講じられ
ていた大学の講壇において.はじめて「外国の憲法や行政について具体的なこと」を教授したと
して歓迎され.人気を博したという。ラートゲンは先に見た阪谷芳郎や木内重四郎.金井延，松
崎蔵之助，石塚栄蔵ら学生と親しくなり，とくに阪谷や金井と特別な親交を結んでいた(瀧井
2∞1)。阪谷は大蔵官僚を経て貴族院議員，金井は帝国大学法科大学教授となり長らく経済学を
講じ.高等文官試験の委員も務めた。ラートゲンの国家学を学んだ学生が現実政治やアカデミー
の場にて活躍する。伊藤の立憲構想、が現実のものとなりつつあったのである。
1886年3月帝国大学令(明治 19年勅令第3号)が公布.施行され，帝国大学が発足した。政
治学教育の舞台は文学部史学哲学及政治学科から法学部へ移管，それは一時法政学部と改称さ
れ.法科大学法律学科及び政治学科に改組された。法学部において政治学を教育する様式がはじ
まった。法科大学長は帝閏大学総長を兼ねることとされ，法科大学は文科系諸学の筆蹟に位置付
けられた。法科大学の教官人事には内閣，文部省が関与したとされる(寺崎20∞:165-176)。当
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表4 1887年帝国大学法科大学カリキュラム
一年間|企六時
全 l企六時
作成参照:(帝国大学1880)
表5 ラートゲン・末岡・木場の担当科目
西暦 カール・フートゲン 末岡精一 木場貞長
1882 政治学 統計学
l部3 政治学 統計学
l路4
lお5
l総6 国法学 統計学 行政学
1887 公法 行政学 行政法 国際法
l総8 行政学 国法学 統計学 行政法
1889 国法学 統計学 行政法 国際公法 政治論
1890 三>く二 行政学 行政法 政治論ト一一一一ー1891 行政法 英仏独憲法 政治学1892 行政法 英仏独憲法 政治学
作成参照:(帝国大学1880)ほか
初のカリキュラムは表4の通りである。「政治学」が消えているが.r公法J.r行政学」などの科
目に代えられたとみていいだろう。 1891年には再び査場している。東京大学文学部から引き続
いて在職したラートゲン.末岡精ーや木場貞長の担当科目を見ればわかる(表5参照)。末岡と
29 
木場は先の伊藤の滞欧憲法調査に同行して シユタインから直接講義を受けた人物である(瀧井
1999)。官吏養成のための国家機闘が創設され.官吏養成ための政治学教育が制度上整った。
ところで.末岡や木場の講義はどのようなものだったのだろうか。後ろで見る小野塚喜平は末
岡の講義について次のように述べている。
当時比較国法学を担当していられた教授に，末岡精ーといわれる先生がありまして，立憲主
義・進歩主義を懐包されておりました。先生は惜しくも私の学生時代に病没せられましたが.
長州の出身にも拘らず.政治的野心のない 極めて純粋な学者的な風格を具えた方であられ
ました。先生の講義は私のよく共鳴した所であって，末岡先生の説を借用して，穂積八束先
生を困らせたりしたことなども思い出されます(南原，蝋山，矢部1963:32)。
一方.吉野作造は木場の講義について手厳しい指摘を残している。
講師は木場貞長氏，駄酒落交まじりに一冊の洋書を机上に聞いて政治は術なりや否やとか何
とか述べて居られた。その時はなんとも気がつかなかったが今考へるとプルンチュリーの紹
介であったらしい。之で以て見ても，当時の最高学府の青年が近代政治の理解を全然欠いて
居ったことに何の不思議もないだろう(吉野1995: 79)。
後に木場は文部省の官僚として行政実務に専念し，一方末岡は国法学，行政法，憲法の研究と
教育に取り組む。末岡の学説はー木喜徳郎.美濃部達吉へと受け継がれ，それは大日本帝国憲法
の解釈において正統的地位を占め.そのことを通じて現実政治へ影響を与えることになる(家永
1967)。また官吏の任用について見ると 1887年制定された文官試補及見習規則(明治20年勅
令第37号)では，法学博士又は文学博士の学位を取得した者，帝国大学法科大学又は文科大学，
旧東京大学法学部又は文学部の卒業生は高等試験を受験せず将来の高等官たる試補に任じられ得
ると規定されていた。帝国大学法科大学卒業生が優先的に行政官 司法官の試補に採用されると
いう優遇措置が設けられた(秦2001: 385)。伊藤の目指した立憲制を担う官僚，知識人を養成
するしくみ，すなわち東京大学法学部における官吏養成のための政治学教育は，ここにかたちを
整えたといえるだろう。
3 講座制の導入と政治学教育の展開
井上般の高等教育改革と講座制の導入
東京大学法学部の政治学教育が立憲制を担う官僚，知識人を養成するためのものとして生成さ
れていく過程をここまで見てきた。帝国大学が1885年 12月22日内閣制度成立と 1889年2月
1日大日本帝国憲法発布の聞に設立されたことも.その象徴であろう。
-30一
ところが日清戦争前年の1893年3月，法制官僚である井上毅の手になる改革が上記のカリキユ
ラムに変更を生じさせる。井上は伊藤の滞欧憲法調査の直前立憲構想において政府内部で主導権
を持ち，また伊藤とともに大日本帝国憲法の起草に参加した人物である。井上の改革の意図は(1)
大学改草を含めて，教育改草問題に関する政治的論議の主導権忠政府の手に奪回すること， (2) 
来るべき日清戦争の後に予想される国際的経済競争に備えて.公教育全体の再編成をはかること
である。そのために井上は産業(実業)と公教育との関係を重視し， r実学」充実， r普通教育」
縮減を図ろうとした。帝国大学についてはアカデミー化，すなわち小中高の学校階梯から外して
研究機関へと改組しようとした。事実上の帝国大学解体である。この一里塚として，分科大学教
授会の法認と「講座制」が導入された。
前者はこれまで事実上存在していた各分科大学教授会を法令上の組織とし，学科課程の編成.
学生の試験，文部大臣と総長が諮鞠した事項を審議することを認めたものである。カリキュラム
面における大学の自立を意識させるものだったと考えられている(寺崎2∞0:371411)。後者の
講座制とは.教授を頂点として助教授助手 6という職階から成る組織のことである。講座は
法律に基づく制度であった。帝国大学令中ヲ改正ス(明治26年勅令第82号)第十七条には「各
分科大学ニ講座ヲ置キ教授ヲシテ之ヲ担任セシム/教授ヲ欠ク場合ニ於テハ助教授又ハ嘱託講師
ヲシテ講座ヲ担任セシムルコトアルヘシJ(r /Jは改行)，第十八条には「講座ノ種類及其ノ数
ハ別ニ勅令ヲ以テ之ヲ定ム」と規定された。
どうして井上は講座制を導入しようとしたのか。帝国大学とその学問，その経費の大きさへの
世論の批判があった。井上は批判をかわす方策のーっとして講座制を導入した。効果として(1)
講座制に伴う「専門」重視の傾向， (2)文部大臣と大学との，講座制を媒介とした新しいあり方
の構築がある。上で見たように講座の設置改廃は勅令による。政府と文部省が講座の設置改廃を
通じて大学に対して新たな統制形態を確立しようとしたのである。(1)は要するに学者を非政治
化するものである。学者に「専門」を意識させることで研究に専念させ 大学内に閉じ込めてお
くという意図である(寺崎2α氾:371411)。この意図の成否は帝国大学法科大学設置と同時に設
立された国家学会の帰趨が物語っているように思われる。
国家学会とは伊藤が「国制知」の構築 立憲制の前提となり その支柱となる新しい人材の供
給源たることを目的として.帝国大学法科大学と同時に創設した学会であった。国家学会は帝国
大学法科大学と車の両輪としてその役割を果たすことが求められた。しかし国家学会は設立から
間もなく様ざまな学会，研究会へと分化していく。理由は団体名に掲げた国家学がそもそも自明
なものでなく.学者間で意見の相違が生じたためである。分化には2つの方向性があった。研究
重視と政策プレーン機能への特化である。前者は穂積陳重が主導した法学者を中心とする法理学
研究会 (1893年10月設立)，後者は経済学者を中心とする社会政策学会 (1896年4月設立)に
代表される(石田 1984: 45-71) (瀧井1999: 245-296)。
以上のような特徴をもっ講座制であるが，各分科大学 7にどの講座を設置するか否かの査定も
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含めて井上本人が直接実施したという(天野 1977)。大学側と井上との聞のやり取りを端的に表
すのが.講座の査定であろう。以下の表6は講座設置及びその数をめぐって，井上と大学側との
やり取りをまとめたものである。
表6 法科大学における前座の決定過程
1890年・大学寮 1893年・井上東 1893年・文学答申案 1893年・決定講座
民法 4 3 3 3 
商法 2 2 
裁構法・民訴法
l戸::榊法
l民事訴訟法
刑法 l 刑訴法 刑法
刑事訴訟法 II~j訴法
法理学 l法理法
憲法 1 憲法 ~Ir憲法団法学 2 国法学・政治学
固|政法治学
: 政治学・政治史し政治史
行政法 2 2 
国際公法 l国際公法
国際私法 国際私法
羅馬法
経済学 2 
31r閣川I時法経比計較済制学学史法・財政学
4 3 
財政学 1 理財・財政・統計学
統計学
日本法制沿革 i除制沿革 l 制史法制沿革
英吉利法 l 2 2 
外国法律 3独仏逸蘭西法法 1 
l 
会費 26 18 29 22 
出典:(天野1977:35) 
はじめに講座の全体数の推移を見ると，当初大学側が26講座を要求したのに対し，井上はこ
れを 18まで削減している。大学側は再度29講座を要求するが.結局 22講座に落ち着いた。政
治学関係の講座に注目すると.最初大学側が「憲法」と「国法学・政治学」の2講座を要求した
のに対し.井上はこれらをまとめて「帝国憲法・国法学」としている。大学側は井上案に対する
答申において「帝国憲法・国法学」を「憲法」と「国法学」に再度分割し，加えて「政治学」と
「政治史」の2講座を要求している。最終的に「憲法・国法学」で2講座， i政治学政治史」でl
講底となった。ここには政治学が憲法や閣法学 あるいはその付属の学問として認識されていた
ことをうかがうことができる。政治学教育が法学教育に吸収されつつあったと考えることもでき
るだろう。
もちろん，講座制の導入によって直ちに伊藤らの目的が違せられなくなったわけではない。と
はいえ講座制導入により政府から統制されつつも.学者たちは専門を意識しはじめるようにな
る。それは研究重視の態度へとつながり.ひいては大学の自立を意識するようになる。日清・日
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露戦争の過程を通じて，帝国大学に集うこの学者たちは大学の自立をまさに獲得せんがため行動
を起こしはじめる。このことが政治学教育を展開させるのである。
講座制導入以降のカリキュラム
ここで講座制が導入されてからの東京大学法学部の講鹿と履修要件の推移の対応関係について
表7により見てみよう。ここでは関正夫の研究に従っている。ただし.聞の研究では法学教育に
焦点があてられていることや一部講座数の説明が不十分である考えられたため，筆者の責任で表
記の一部を改めた。時期は聞の選択に従ったが.1893年講座制導入直後のものを筆者が付け加
表7 1893年・ 1909年東京大学法学部の前座と履修要件の推移
鴎盛名 1893. 
旬。9j事
置車庫 .量 信畠--- .-歯直車止l憲法 。 。 。 。 。
2園法学 。 O 。
3民法 3 。 。 4 。 。 。
4商法 。 。 2 。 。 。
5海法 . O O 
6民事訴訟法破産法 。 2 。ーの(破みQ産L法
7刑法 。 。 。 総各論論 。o O 
s 刑事訴訟法 。 。
9政治学 。 。 O 
10政治学史 。
1東洋政治J思想史 . 
12政治史 。 。 O 
13外交史 圃 。
14行政法 。 。 2 。 。 O 
15行政学 . . 。
16国際(公)法 。 。 2 。 総各論論 。o O 
17国際私法 . 。 。 O O 
18法制史 。 。 。 。
19西洋(比較)法制史 。 。 O O 
20 属馬法 。 。
21 英吉利法 2 。 2 。うち
22 仏蘭西法 。
23 独逸法 。
l外国法
24 法理学(法省学) 。 。 。 。
25 米国憲法歴史及外交 . 
26 労働法 . 
27 経済学 3 。 5 。 。 。
28 財政学 。 。 。
29 統計学 。 。 。
30 商業学 . . O 。
31 殖民政策 . O 。
32 社会政策 . . 。 。
経済行政法。
33 その他 国家学。
他分科大学・ • • 社会学O 社会学O34 他学部系科目 農政学O I林農政政学学。
合計 23 15 16 37 
作成参照:(関 1982: 130-131) 
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えた。聞の研究ではl卯9年.1926年.1940年が選ばれている。 1926年と 1940年のものは本稿
の対象とする時期から外れていることから表中から除いた。 l卯9年には当時法科大学に設置さ
れていた経済学科についても記載しである。必修科目を@.選択科目をO.随意科目をムで示し
である。なお，当時の選択科目は今日でいう選択必修科目に相当し.随意科目は選択科目に相当
するものとして考えて欲しい。講座数の・は講座未開設 *は他分科大学・他学部設置講座を
意味する(関 1982)。
これを見ると，法律学科と政治学科とで履修科目が対照的になっていることがわかる。法律学
科の学生は基本六法(憲法.民法 商法.刑法.民事訴訟法.刑事訴訟法)と外国法が必修とさ
れている。一方政治学科の学生は憲法.国法学，行政法.政治学.政治史.外交史.経済学，財
政学が必修とされている。 1893年と 1叩9年を比べると.両者の聞にそれほど差異はない。また
講座数を見ると，民法や商法などの法学関係の講座と経済学関係の講座の増設が目立つ。法学と
経済学の比重が高まっていく一方.政治学については外交史，政治学史2講座の増設に留まって
いる。講座数から見ると.政治学の割合が減じていく傾向が見られる。
文官高等試験との関連はどうか。先に見た帝国大学法科大学卒業生に対する優遇措置は，私立
学校など各方面から批判の芦があがった。これらを受けて.政府は 1893年10月文官任用令(明
治26年勅令第183号)及び文官試験規則(明治26年勅令第197号)を公布，制度改正をした。
文官任用令は帝国大学卒業生に対する試験免除を廃止，高等官は試験合格者から任用することを
定めた。文官高等試験は毎年 l回東京で実施.予備試験(論文と外国語)と本試験に分かれた。
帝国大学卒業生は予備試験が免じられた。それ以外の受験生は予備試験を経て本試験を受験する
ことができた。
本試験の筆記試験は必修科目に憲法.刑法.民法，行政法.経済学.国際公法の6科目.選択
科目に財政学.商法.刑事訴訟法.民事訴訟法のうち l科目.合計7科目から成り.口述試験も
行われた(秦2∞1: 385)。先に見た講座(科目)の編成と試験科目とが一致している。試験は
内閣が任命した文官高等試験委員が実施.事務は法制局が担当した。文官高等試験委員長には法
制局長官が充てられ.常任委員2.3人，臨時委員が多数置かれた(秦2∞1:385)。臨時委員には，
多数の帝国大学教授が充てられ 東京大学法学部関係者が抜きん出て多かった(潮木1997:146-
155)。
こうした状況下.東京大学法学部では先の木場に代わり.政治学講座に初めて専任の担当者を
置くことになった。その担当者こそ.小野塚喜平次である。日本におけるアカデミズムの政治学
の創始者とされる人物である(田口 1985)。
小野躍喜平次
小野塚喜平次は1870年12月21日.新潟県にて資産家の父平吉.母喜久の長男として生まれた。
郷里の秀才として令名をはせ.早くから政治に関心を有していた。幼少期には福沢諭吉の著書を
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愛読したという。 1892年7月第一高等中学校(後の旧制第一高等学校)卒業.9月帝国大学法科
大学政治学科に入学する。同期には後に首相となる浜口雄幸や幣原喜重郎がいた(南原，蝋山，
矢部1963)。この進学について小野塚は後年次のように語る。
私は，決して学問を政治家たるの手段と考えたのではないことであります。たとえ政治家た
るを相当に志望していたとはいえ.現に政治学を学びつつあるに際しでは.あくまでこれを
学問として研究すべく，学問それ自体に対する熱意は失いませんでした(南原，蝋山.矢部
1963 : 33)。
1895年7月卒業.9月大学院に進み政治学を専攻する。政治家になることも考えた。伊藤博文
や山牒有朋から直接官吏になることを乞われたという。しかし元来病弱であった身体のこともあ
り.研究者としての道を歩むことにする。 1897年6月文部省より政治学研究のためドイツ，フ
ランス両国に3年間留学を命じられる(後1年延長)。留学中の 1899年10月，ロシア帝国首都
ペテルプルクにて友人で海軍大尉(当時)の広瀬武夫を訪ねる。日ロ関係について意見を聞き.
深く動かされる。この出来事が後に最年少教授として「七博士意見書」に参加する機縁となる。
19∞年5月東京帝国大学法科大学助教授任官。 l卯l年9月帰国.翌月教授に昇任し政治学講座
を担任.10月男爵石黒忠直の長女孝と結婚する。翌年7月法学博士授与(総長推薦博士)01903 
年5月『政治学大綱j刊行，翌月「七博士意見書」に参加する(後離脱)01925年10月帝国学
士院選出貴族院議員(1943年10月まで).1928年12月学内選挙にて東京帝国大学総長選出，就
任する (1934年12月まで)01944年1月26日疎開先の軽井沢にて死去.享年73歳であった(南
原，蝋山，矢部1963)。
小野塚はこれまでの法科大学教授とは異なり.現実政治から距離を取ることを努めていた。こ
の点，小野塚の前任として政治学講座を担当していた木場貞長とは異なる。当時，帝国大学法科
大学教授陣は政府の役職と兼任することが多かった。そうした中にあって，小野塚は帝国大学の
研究・教育に自身の道を求めた。ここに官吏養成のための政治学教育を担ろ常国大学法科大学に
おいて，政府から自立する態度を見出すことができるのではないか。
小野塚の活動の中心は東大法学部における講義であった。小野塚はここで何を講義していたの
か。その講義内容は『政治学大綱jの中に見出すことができる。それは次の内容を持つものであっ
た(括弧内数字は節数)(田口 1985: 45-46)。
第一篇緒論
第一章学 (3)
第二章政治学 (5)
第二編国家原論
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第一章国家の性質 (2)
第二章 国家の分類 (3)
第三章 国家の発生盛衰及消滅 (2)
第三篇政策原論
第一部政策前論
第一章国家存在の理由(4)
第二章国家の目的 (2)
第三章政治及ヒ政策 (4)
第二部政策本論
第一章国家機関 (5)
第二章国民 (2)
第三章内地政策 (5)
第四章外交政策 (5)
小野塚の政治学については田口富久治の研究(田口 1985)があるので詳述は避ける。ただそ
の特質として2点だけ簡単に触れたい。 l点目は国家原論と政策原論の二部構造を取っているこ
とである。これは国家学から政治学を分離.独立する試みだったと見ることができる。国家原論
においてラートゲン以来の国家学の系譜を引き継ぐ一方，政策原論においてその力点を国家から
政治へと移し，現実政治(とくにその動態)を分析する試みであったと見ることができる。政策
原論はある意味，今日の公共政策学の先駆といえるかもしれない。 2点目は政策原論の中に「国
民」が入っていることである。ここ(第三篇第二部第二章)では節として「輿論」と「政党」が
設けられている。時代はいよいよ大正デモクラシーを迎えつつあり.政党や国民が政治の表舞台
に出て来ていた。留学中ヨーロッパでも同様の事態を小野塚は観察していた。今後現実政治の研
究には政党や国民を一個の対象として分析することが必要との判断があったと考えらえる。総じ
て小野塚の政治学教育の特質をいえば，国家学的要素を残しつつ，現実政治の分析を志向するも
のだったといえる。現実政治.とくに政党や国民への関心は民主主義との関連を含めて吉野作造
にヲ|き継がれたと思われる。後に吉野は小野塚の講義を受講した感想を次のように述べている。
私自身の眼を此方面で大に聞いて呉れられた第一の恩人は小野塚教授である。同博士は〔明
治〕三十四年欧州の留学から帰られ，私の二年生のとき私共にその最初の政治学の講義を授
けられた。この講義で私の受けた最も深い印象は.先生が政治を為政階級の術と視ず，直に
之を国民生活の肝要なる一方面の活動とせられたことである。先生は盛んに衆民主識といふ
言葉を使はれた(吉野1995: 79-80)。
一部一
戸水事件と沢柳事件
小野塚の政治学教育が行われるのと並行して，実は政府と帝国大学との関係.それを取り巻く
環境に変化が生じつつあった。戸水事件と沢柳事件.二つの大学の人事をめぐる事件が大学その
ものを政府から自立させはじめるのである。
はじめに戸水事件から説明する。きっかけは先に触れた「七博士意見書」である。 1903年6
月東京帝国大学法科大学教授戸水寛人を最強硬派とする帝大教授と学習院教授(合計7人)が首
相桂太郎，外相小村寿太郎に対露強硬策を提出した。これには当初 小野塚も参加していた。戸
水は開戦後1905年7月10日号『外交時報jにて政府を軟弱外交と批判した。ついに政府は8月
25日文官分限令第 1条第4号「官庁事務都合ニ依リ」休職を命じた。これに対して9月19日
東京帝国大学法科大学教授会は休職不当の抗議書を久保田韻文部大臣に提出.10月1日『国家
学会雑誌J19巻10号をこの事件の特集に充て政府への対抗姿勢を示した。京都帝国大学法科大
学教授会もこれに賛同.12月4日東京帝国大学総長山川健次郎の依願免官発令で抗議行動は頂
点に達した。結局久保田文相辞職.戸水復職によって事件は落着した(石田 1954: 250-272)。
この事件で注目しなければならないのは，政府による教員の人事への介入に対する法科大学の
態度である。法科大学は一貫して政府による人事への介入を退けようとした。ここには大学の自
立の萌芽を見出すことができる九三谷太一郎はこの点をめぐって，学問の自由がナショナリズ
ムとの結びつきを断ち，それ自身としての価値を要求し始めたことを指摘する(三谷1995: 
44-60)。制度が学問に影響を与えたといえるのかもしれない。
次いで沢柳事件について説明する。 1913年7月12日京都帝国大学総長沢柳政太郎は7人の教
授に老朽，若朽を理由に辞表の提出を求め.8月5日免官発令となった。これに対して法科大学
教授会は教授.助教授の任免は教授会の同意が必要であると主張，翌年1月法科大学教授，助教
授が一斉に辞表を提出，学生もこれを支持する。背後では事態の波及を恐れた東京帝国大学法科
大学教授たちも支援に奔走していた。小野塚喜平次もその一人であった。東京帝国大学名誉教授
穂積陳重.富井政章の調停もあって，奥田義人文部大臣は「教授ノ任免ニ付テハ総長カ職権ノ運
用上教授会ト協定スルハ差支ナク且ツ妥当ナリJと裁定.教官たちは辞表を撤回する。沢柳は辞
任.教官の人事権は事実上教授会が行使する慣行が成立したのである(松尾 l伺4)。
小括
ここまで明治期の東京大学を舞台とする政治学教育について検討してきた。景場した人物を中
心にまとめると，表8のようになろう。
カリキユラムの特質からみれば.次のようにいえる。すなわち 1877年東京大学文学部時代に
は英米の政治経済学がわずかに講じられた。それは立憲制の樹立を志向し.滞欧憲法調査におい
てシュタインの影響を受けた伊藤博文の判断により.1881年を境にドイツ国家学を中心に据え
られた政治学教育へと変容していく。ラートゲンのようなドイツ国家学を講じる人材がドイツか
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表8 明治期の東京大学における政治学教育
氏名
政治学教育を
カリキユラムの特質 出身・所属
担当した年月
フェノロサ 1878-18剖 英米の政治経済学 お雇い外国人(アメリカ)
ラートゲン 1882-1890 ドイツの国家学 お雇い外国人(ドイツ)
末岡精一 1887-1894 国法学 東泉大学卒
木場貞氷 1894戸1900 ドイツの国家学 東尽大学卒.文部省
小野塚事平次 1901-1927 
ドイツの国家学 帝国大学法科大学卒，
→現実政治の分析 大学院
筆者作成
ら招かれた。 1886年東京大学は帝国大学へと改組され，文学部で講じられていた政治学は法科
大学(法学部)において行われるようになる。帝国大学法科大学のカリキュラムは文官高等試験
と対応し.その意味で官吏養成のための政治学がそのかたちを整えたといっていいだろう。その
後，ラートゲンの教えを受けて帝国大学を卒業した末岡精ーのような人材が次第に帝国大学教授
となり，ラートゲンに代わって将来の官吏たちへ政治学を講じるようになった。文部官僚の木場
貞長が講師を務めていたことは.その一例であろう。 1893年井上毅による高等教育改革により
講座制が導入された。この改革は.大学組織それ自体を政府から自立させる萌芽を生み出したと
考えられる。こうした状況下.帝国大学法科大学の政治学講座に初めて専任の担当者として小野
塚喜平次が着任する。小野塚はドイツ国家学からの政治学の自立を早くから志向し.現実政治の
分析を試みようとしていた。前後して.大学の自治をめぐる一連の事件が起き.この過程で小野
塚も大学の自立のために奔走していた。
かくして官吏養成のための政治学教育はそのかたちを整えた。しかし井上毅の高等教育改革や
戸水事件，沢柳事件を経て.そのかたちは変化し始める。奇しくも沢柳事件の前年.元号は明治
から大正へと改まり，大日本帝国はいよいよ大正デモクラシーの時代を迎える。政治学にはこの
政治現象を記述し.説明することが求められる。この作業は当然，政府から自立した態度を必要
とする(丸山 2014:1142)。実はそれを可能とする素地がすでに明治期に制度的にも整えられつ
つあったのである。このことが政治学.そして政治学教育に新たな展開をもたらすのである。
i主
l 東京大学法学部の表記について.官制上 1877年から l邸6年までが「東京大学法学部j，1886年から 1897年
までが「帝国大学法科大学j，1897年から 1919年までが「東京帝国大学法科大学j，1919年から 1947年まで
が「東京帝国大学法学部j，1947年以降再び「東京大学法学部」となっている(東京大学1987)。
2 政治学委員会の構成員については.日本学術会議 (2013)を参照してほしい。政治学委員会政治学分野の参照
基準検討分科会の構成員は次の通り (2014年2月7日現在。凡例 。委員長， 0副委員長，ム幹事。氏名の
あとの括弧内は所属と職名Lo猪口邦子(参議院議員，上智大学名誉教授にム河田潤日(神芦学院大学法学
部教授)，小林良彰(慶応義塾大学法学部教授)， f:::，.佐々 木信夫(中央大学大学院経済学研究科教授)， 0杉回
数(法政大学法学部教授)，ム羽場久美子(青山学院大学大学院国際政治経済学研究科教授・研究所プロジェ
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クト代表)，聯公一郎(早稲田大学政治経済学術院教授)，大芝亮(一橋大学大学院法学研究科教授)，苅部直(東
京大学大学院法学政治学研究科・法学部教授)，谷口尚子(東京工業大学大学院社会理工学研究科准教授に真
i刻勝(京都大学公共政策連携研究部教授) (日本学術会議政治学委員会，政治学委員会政治学分野の参照基準
検討分科会2014)。
3 お雇い外国人は日本が近代化を進める上で種身の技術.知見を提供する存在であった。彼らには法外な報酬が
支払われた。ただし，彼らは大学運営に関して口をはさむことはなかった(梅渓2(07)。
4 石田雄に従えば，フェノロサは次第にその関心を哲学へと移し，経済学については田尻稲次郎と共同して講義
を分担し.政治学についてはその講義を鳩山和夫.栗塚省吾に競ったようである(石田 1984: 28)。
5助教授は現在の准教授であるo2007年4月1日学校教育法の一部を改正する法律(平成 17年7月15日法律
第回号)が施行されたことによる。現行法令上「准教授は.専攻分野について.教育上，研究上又は実務上
の優れた知識.能力及び実績を有する者であって.学生を教授し.その研究を指導し.又は研究に従事する」
(学校教育法(昭和22年3月31日法律第26号)第四条第7項)とされている。それに対し当時の助教授は「助
教授ハ奏任トス教授ヲ助ケテ授業及実験ニ従事スJ(帝国大学官制(明治26年8月1日勅令第83号)第8条)
と規定されていた。ちなみに戦後も 2∞7年の学校教育法改正前まで「助教授は，教授の職務を助ける」と定
められていた。法令上.准教授は職務内容の面では現在の教授や以下で述べる助教と同じであるのに対し.助
教授には教授を「助ケ」なければならず，そこには階層的上下関係が存在していた。
6助手について当時の法令は「助手ハ判任トス教官ノ指揮ヲ承ケ学術技芸ニ関スル職務ニ服スJ(帝国大学官制
(明治26年8月1日勅令第回号)第9条)と規定していた。現行法令では「助手は.その所属する組織にお
ける教育研究の円滑な実施に必要な業務に従事するJ(学校教育法(昭和22年3月31日法律第26号)第92
条第9項)とされている。法令上両者の聞に差異はない。ちなみに2007年4月1日学校教育法の一部を改正
する法律(平成17年7月15日法律第回号)によって新設された助教についていうと， r助教は.専攻分野に
ついて，教育上，研究上又は実務上の知識及び能力を有する者であって.学生を教授し.その研究を指導し.
又は研究に従事するJ(学校教育法(昭和22年3月31日法律第26号)第92条第8項)とされている。法令
上教授及び准教授に増ずる職位であり，この点教育研究の補助を主とする助手とは異なる。教授及び准教授と
の濃いは.その資格条件だけである。
7 分科大学とは帝国大学を構成した各部門のことである。 1919年学部に改組された。ただし本稿では「分科大
学=学部」と考えてもらって差し支えない。
自反面.ここでは戸水の政治活動への当否については関われなかった。実際，戸水の政治活動は法科大学内部で
も批判の声があり.吉野作造は初めて出席した教授会の席上.戸水が小野塚らから政治活動に専心し.講義を
おろそかにすることを厳しく批判されていたところを目撃している(吉野 1996: 74)。
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付記
本稿は.2012年7月28日に明治大学駿河台キャンパスにて開催された，明治大学政治制度研
究センター第3固定例研究会において. i東大法学部政治学教育論1877・1969Jという論題で発表
した報告論文の第l章及び第2章の一部を加筆・修正したものである。
-41-
